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要旨  

 本 稿 は ，性 別 や 学歴 ， 雇 用形 態 と いっ た 労 働者 の 属 性に 基 づ く賃 金 格 差に

焦点 を 当 て， 従 来 の研 究 が 注目 し て きた ス キ ルの み な らず ， 労 働者 が 仕 事で

遂行 す る 職務 （ タ スク ） の 差異 の 視 点か ら 検 証す る こ とを 目 的 とす る ．  

 ま ず ， 第１ 章 で は， 近 年 の賃 金 や 雇用 に み られ る 二 極化 傾 向 を説 明 す る有

力な ア プ ロー チ と して ，「 タ ス ク・アプ ロー チ 」の 概 念 と実 証結 果 を 概観 し た ．

タス ク ・ アプ ロ ー チは ， 生 産活 動 の 基本 単 位 を仕 事 に 求め ら れ る複 数 次 元の

タス ク （ 業務 ， 課 業） に 求 める 点 に 特徴 が あ る． タ ス クは そ の 特性 に 応 じて

いく つ か に分 類 さ れる が ， 近年 の 研 究に お け る最 も 大 まか な 分 類は ， 抽 象的

な問 題 解 決や 対 人 コミ ュ ニ ケー シ ョ ンが 必 要 とさ れ る 抽象 的 タ スク ， 繰 返し

作業 が 必 要と さ れ る 定 型 的 タス ク ， そし て ， 乗り 物 の 操縦 や 空 間認 識 能 力が

必要 と さ れる 手 仕 事タ ス クの 3 分 類 であ り ，各 職 業は こ れら の 3 つの タ ス ク

の束 と し て捉 え ら れて い る ． 技 術 進 歩は ， 特 定の タ ス クの 代 替 と残 さ れ たタ

スク の 補 完を 通 じ て， 職 業 の盛 衰 と 労働 者 間 の賃 金 格 差を 規 定 する ． 2 0 0 0

年代 以 降 の日 本 を 含む 先 進 諸国 の 研 究で は ， I C T に よ る技 術 進 歩が ， 定 型的

タス ク を 代替 し ， 抽象 的 タ スク を 補 完す る こ とを 通 じ て， 特 に 賃金 の 中 位の

職業 の 相 対的 な シ ェア や 賃 金低 下 を 招い た こ とが 明 ら かに さ れ てき た ． さら

に近 年 で は， 男 女 間や 大 学 の専 攻 間 とい っ た ，様 々 な 労働 者 グ ルー プ 間 の格

差に 応 用 され ， 各 タス ク へ の労 働 者 の割 当 （ また は 選 別） の 変 化と そ の 規定

要因 の 検 証が 進 め られ て い る． 最 後 に， 今 後 の研 究 課 題と し て ，同 一 職 業内



のタ ス ク の変 化 と いう I n t e n s i v e  m a r g i n，な ら び に同 一 職業 内 の 個人 間 の タ

スク の 異 質性 の 考 慮が 求 め られ る こ とを 指 摘 した ．  

 第 ２ 章 では ， 日 本に お け る学 部 間 の賃 金 格 差に 注 目 をし た ． これ ま で の学

歴内 賃 金 格差 の 研 究で は ， 大学 の 学 部を 理 系 ・文 系 と 二分 法 の 視点 か ら 検証

が行 わ れ てき た．本論 文 で は，大卒 労働 者 内 の賃 金 格 差に 焦 点 を当 て， 1 9 9 5

年か ら 2 0 0 5 年の 学 部間 賃 金 格差 の 変 化と ， 学 部に よ っ て形 成 さ れる ス キ ル

や能 力 の 差が 格 差 の変 動 に 与え る 影 響を 検 証 した ． そ の結 果 は 次の よ う に要

約さ れ る ．  

 第 1 に ，日 本 に おけ る 学 部間 賃 金 格差 は ， 1 9 9 5 年か ら 2 0 0 5 年 の 期間 に

3 4 4 . 0％ の大 幅 な 上 昇傾 向 に ある こ と が明 ら か にな っ た ．  

 第 2 に ，各学 部 で一 般 的 に就 く 職 業に 基 づ くタ ス ク 指標 を 学 部で 身 に つけ

るス キ ル の代 理 指 標と し て ，学 部 間 賃金 格 差 の変 化 に つい て 要 因分 解 を 行っ

た． そ の 結果 ， 抽 象的 タ ス クに 対 す る要 因 と 個人 の 異 質性 な ど の残 差 の 要因

が， 学 部 間賃 金 格 差の 拡 大 を説 明 す る要 因 で ある こ と が示 さ れ た．  

 第 3 に ，賃金 の 分散 分 解 によ れ ば ， 1 9 9 5 年か ら 2 0 0 5 年の 期 間 で学 部 間 賃

金格 差 が 8 7 . 5 5％高 まり ， そ のう ち ， 抽象 的 タ スク に 対 する 需 要 の変 化 の 寄

与度 が 8 4 . 5 2％ で最 も大 き な 影響 を 与 えて い る ．ま た ， 定型 的 タ スク に 対 す

る需 要 の 変化 は - 2 4 . 9 6％ と 減 少傾 向 に ある 一 方 で， 手 仕 事タ ス ク に対 す る 需

要の 変 化 は - 0 . 6 3％ とほ ぼ 一 定で あ る ．  

 こ の よ うに ， 本 章で は ， 理系 ・ 文 系と い う 視点 か ら の研 究 で は示 さ れ てこ

なか っ た ，具 体 的 な学 部 間 格差 拡 大 の要 因 を 明ら か に した ． 本 章の 結 果 によ

れば ， 賃 金分 布 の うち ， 抽 象的 タ ス クを 高 分 位， 定 型 的タ ス ク を中 分 位 ，手

仕事 タ ス クを 低 分 位と す る と， 手 仕 事タ ス ク に対 す る 需要 の 変 化よ り も ，定

型的 タ ス クに 対 す る需 要 の 減少 の 方 が大 き い ．つ ま り ， A u t o r  e t  a l .  ( 2 0 0 3 )

をは じ め とす る 多 くの タ ス クに 関 す る文 献 で 主張 さ れ る賃 金 や タス ク の 二極

化が ， 日 本の 大 卒 労働 者 内 にお い て も確 認 さ れた ． こ れら の 原 因と し て 考え

られ る の は， 1 9 9 5 年以 降 の I C T 導 入 であ る ． 定型 的 タ スク は I C T の 普 及 に

より ， そ のタ ス ク を行 う 労 働者 の 需 要を 減 少 させ る ． その 一 方 で， 抽 象 的タ

スク は I C T の 導 入 によ り ，そ のタ ス ク を行 う 労 働者 に 対 する 需 要 を高 め る た

めで あ る ．ま た ， この よ う な分 析 結 果か ら ， 大学 な ど の高 等 教 育機 関 や 職業



訓練 を 通 じて ， 分 析や 推 論 ・コ ミ ュ ニケ ー シ ョン 能 力 を習 得 す る事 が 重 要で

ある と い う政 策 的 含意 を 得 た．  

 第 3 章 では ，独 自調 査 に よっ て 収 集し た 労 働者 個 人 レベ ル の タス ク 情 報を

用い ， タ スク 強 度 の男 女 差 と， そ れ に基 づ く 男女 間 賃 金格 差 を 分析 し た ．  

 日 本 で は，  1 9 8 0 年代 後 半 から 2 0 0 0 年代 に か けて 男 女 間賃 金 格 差は 縮 小

傾向 に あ った こ と が示 さ れ てい る が ，依然 と し て他 の O E C D 諸 国よ り も 男女

間格 差 が 大き い の が現 状 で ある ．  

 持 続 的 に存 在 す る男 女 間 賃金 格 差 の要 因 を 巡っ て ， これ ま で に様 々 な 検証

が進 め ら れて い る．B e c k e r（ 1 9 6 4）の 人的 資 本 理論 に 従 えば ，男女 の 賃 金格

差は ， 一 義的 に は 学校 教 育 や企 業 内 訓練 を 通 じて 蓄 積 した 人 的 資本 量 の 性差

に起 因 す る． そ の 上で な お ，同 じ 人 的資 本 量 を持 つ と 考え ら れ る男 女 間 に賃

金格 差 が 存在 す る 場合 に は ，使 用 者 の嗜 好 に よる 差 別 （ B e c k e r  1 9 7 1）や ，

企業 に よ る統 計 的 差別 （ P h e l p s  1 9 7 2）と い っ た， 労 働 需要 側 に よる 女 性 差

別の 存 在 が疑 わ れ る． そ の ため 実 証 的に は ， 実際 に 観 察さ れ る 男女 間 賃 金格

差の う ち ，人 的 資 本量 の 男 女差 と い った 経 済 合理 的 に 説明 さ れ る格 差 が どの

程度 で あ り， ま た 説明 で き ない 格 差 がど の 程 度で あ る のか に つ いて ， 要 因分

解の 手 法 を用 い た 検証 が 積 み重 ね ら れて い る ．こ れ ら の結 果 に よれ ば ， 日本

の労 働 市 場で は ， 特に 勤 続 年数 が 賃 金に 与 え る効 果 の 男女 差 が 賃金 格 差 に及

ぼす 影 響 が大 き い とさ れ て いる （ 阿 部  2 0 0 5， M i y o s h i  2 0 0 8 ,  野 崎  2 0 1 0）．

この こ と は，同 様 に 勤続 を 重 ねた 男 女 の間 に な ぜ賃 金 差 が生 じ て いる の か を，

具体 的 に 明ら か に する こ と の重 要 性 を示 唆 す る．  

 こ う し た説 明 で きな い 男 女間 賃 金 格差 と い うブ ラ ッ クボ ッ ク スを 明 ら かに

する た め に， 近 年 ，賃 金 決 定に 係 わ る企 業 内 部の よ り 詳細 な 情 報を 用 い た格

差の 要 因 の検 証 が 進め ら れ てい る ． これ ら の 研究 は ， 男女 間 賃 金格 差 の 源泉

とし て 男 女が 担 う 仕事 や キ ャリ ア の 違い を 示 唆し て い る． し か し， こ れ まで

のと こ ろ ，こ う し た観 点 に 基づ く 研 究は い く つか の 企 業の ケ ー スス タ デ ィに

よっ て お り， 結 果 の普 遍 性 につ い て は留 意 が 必要 で あ るこ と ， さら に ， 担当

する 仕 事 の内 容 を 記述 的 に 検討 し て おり ， 賃 金に 結 び つく 職 務 内容 を 定 量的

に評 価 で きて い な いと い う 点に 課 題 を残 し て いる ．  

 そ こ で 本章 は ，個 人が 仕 事 にお い て 遂行 す る 職務 内 容 を定 量 化 した う え で，



職務 内 容 の男 女 差 を計 測 す ると と も に， 職 務 内容 の 差 が男 女 間 賃金 格 差 に及

ぼす 影 響 を検 証 す るこ と を 目的 と す る． 具 体 的に ， 本 章 で は 個 人が 仕 事 で行

う最 小 単 位の 行 為 や動 作 で ある 「 タ スク 」 に 注目 す る ．男 女 間 賃金 格 差 の文

脈に お い て， ド イ ツに お け る職 業 別 のタ ス ク デー タ を 用い た 研 究に よ り ，新

技術 と 補 完的 で 賃 金上 昇 率 も高 い 抽 象的 タ ス クの 強 度 が高 い 職 業に 女 性 が進

出す る こ とで ， 男 女間 賃 金 格差 が 縮 小し た と 報告 す る 研究 が 現 れて い る

（ B l a c k  a n d  S p i t z - O e n e r  2 0 1 0）．  

 既 存 研 究に 対 す る本 章 の 貢献 は 次 の 2 点 に ある ．第 1 は ，本 研 究 では 労 働

需要 サ イ ドの 観 点 から 導 き 出さ れ た タス ク 概 念を 用 い て， 職 務 内容 の 男 女差

を検 証 す る点 で あ る． 従 来 ，男 女 の 職務 内 容 の差 異 は ，男 女 で 就く 職 業 が異

なる と い う職 業 分 離の 観 点 から ， あ るい は 企 業内 の 配 置部 門 の 差異 と い う職

域分 離 の 観点 か ら 定性 的 に 検証 さ れ てい る ． それ ら に 対し て ， 本章 で は 労働

需要 や 賃 金決 定 に 係わ る 職 務内 容 の 量的 尺 度 とし て 様 々な タ ス クの 強 度 を用

いる こ と で， 職 業 や職 務 の 名称 で は なく ， 職 務内 容 の 特性 そ の もの を 定 量的

に分 析 す る． 第 2 は， ア メ リカ の 職 務分 析 ツ ール で あ る O * N E T に準 拠 し た

タス ク 情 報を 労 働 者個 人 単 位で 収 集 した 独 自 のア ン ケ ート 調 査 に基 づ い て，

職業 間 の みな ら ず 職業 内 に も存 在 し うる ， 男 女間 の タ スク 分 布 の差 異 を 検証

する 点 で ある ． 本 来， タ ス クは 様 々 な職 業 の 職務 分 析 に用 い ら れる 概 念 であ

るた め ， 実証 的 に も職 業 別 のタ ス ク 強度 が 利 用さ れ て いる ． こ れは 労 働 者の

属性 に 係 わら ず ， 同じ 職 業 の労 働 者 はす べ て 同じ タ ス クを 実 行 して い る とい

う強 い 仮 定を お い てい る こ と意 味 す る． し か しな が ら ，個 人 レ ベル の タ スク

情報 を 用 いた 近 年 の研 究 に よれ ば ， 同じ 職 業 であ っ て もタ ス ク の特 性 や その

強度 は 労 働者 個 人 やグ ル ー プ毎 に 異 なっ て お り， 各 タ スク の 構 成の 個 人 間や

労働 者 グ ルー プ 間 の差 異 と 変化 が ， 個人 間 賃 金格 差 の 特徴 と 動 向を 決 定 づけ

るこ と が 明ら か に され つ つ ある （ A u t o r  a n d  H a n d e l  2 0 1 3 ,  B l a c k  a n d  

S p i t z - O e n e r  2 0 1 0）．本 研 究 では ， 同 じ職 業 に 就く 男 女 の間 で も ，タ ス ク の

特性 や 強 度が 異 な るか ど う か， そ し てそ の 差 異が 賃 金 格差 に 及 ぼす 影 響 を検

証す る ．  

 分 析 の 結果 ， 仕 事に お け るタ ス ク 強度 に は 男女 差 が あり ， と くに 男 性 は女

性に 比 べ て抽 象 的 タス ク の 強度 が 大 きい こ と ，そ し て 抽象 的 タ スク の 差 が男



女間 賃 金 格差 の 要 因と な っ てい る こ とが 明 ら かと な っ た． こ の 結果 か ら ，企

業内 に お ける 抽 象 的タ ス ク への 割 当 の男 女 差 を改 善 す るこ と で ，男 女 間 の賃

金格 差 を 縮小 さ せ るこ と が 示唆 さ れ た ． ま た ，定 型 的 タス ク や 手仕 事 タ スク

は賃 金 格 差の 重 要 な要 因 で はな い こ とも わ か った ． 加 えて ， 同 じ職 業 に 就く

男性 ・ 女 性と い っ た同 一 属 性内 に お いて も ， タス ク 強 度の 違 い は賃 金 に 影響

して お り ，属 性 内 賃金 格 差 を発 生 さ せて い る 可能 性 が 示唆 さ れ た ．  

 第 ４ 章 では ， 独 自調 査 に よっ て 収 集し た 労 働者 個 人 レベ ル の タス ク 情 報を

用い ， タ スク 強 度 の 雇 用 形 態差 と ， それ に 基 づく 雇 用 形態 間 賃 金格 差 を 分析

した ．  

 過 去 数 十年 に わ たる 日 本 の労 働 市 場に お け る大 き な 変化 の 一 つが ， 企 業に

雇用 さ れ る労 働 者 の雇 用 形 態の 多 様 化で あ る ．総 務 省 統計 局 「 労働 力 調 査」

（特 別 調 査お よ び 詳細 集 計 ）に よ る と， 勤 め 先に お い て， 一 般 職員 や 正 社員

など と 呼 ばれ る「 正 規の 職 員・従 業員 」（ 以 下 ，正規 雇 用 と いう ）は ，バ ブ ル

経済 の 崩 壊後 の  1 9 9 0  年代 初 頭 から  1 0  年 余 り にわ た っ て減 少 し たの ち に

横ば い と なり ，近 年 は  3 0 0 0  万 人 程 度 と  1 9 8 0  年 代 後 半 と同 程 度 の水 準 で推

移し て い る． こ れ に対 し て ，勤 め 先 にお い て パー ト タ イマ ー や アル バ イ トと

呼ば れ る 人（ パ ー ト・ ア ル バイ ト ） や， 嘱 託 職員 な ど と呼 ば れ る人 （ 嘱 託），

契約 社 員 や労 働 者 派遣 事 業 所の 派 遣 社員 は 総 称し て「 非 正規 の 職 員・従業 員 」

（以 下 ， 非正 規 雇 用と い う ）と 呼 ば れる ． こ うし た 呼 称上 の 非 正規 雇 用 の雇

用者 数 は ，1 9 8 0 年 代半 ば 以 降の 3 5  年 間で ，6 5 0  万人 か ら 2 1 0 0  万人 余 り ま

で約 3 . 5  倍 に増 加 し， 今 や 雇用 者 の 4 割を 占 め るよ う に なっ て い る ．  

 も と よ り， 労 働 者の 雇 用 形態 を ， 企業 や 労 働者 と い った 労 働 市場 の 参 加者

の動 機 や それ を 律 する 法 制 度の 中 に 位置 づ け るた め に は， 労 働 時間 の 長 短や

労働 契 約 期間 の 有 無， あ る いは 直 接 ・間 接 雇 用と い っ た客 観 的 な定 義 が 必要

にな る ． 事実 ， 大 陸欧 州 諸 国を は じ めと す る 一部 の 先 進諸 国 で は， 有 期 雇用

の増 大 と ，有 期 と 無期 と の 処遇 格 差 とい う 問 題を 受 け て， 労 働 契約 期 間 に基

づく 雇 用 形態 区 分 が重 視 さ れ， 政 策 対応 が 議 論さ れ て いる ． 他 方， 日 本 のこ

れま で の 研究 は ， 増加 し て いる 非 正 規雇 用 は ，必 ず し も有 期 雇 用に 限 定 され

ない こ と を明 ら か にし て い る（ K a m b a y a s h i  a n d  K a t o  2 0 1 2）．さ ら に ，労 働

契約 期 間 や労 働 時 間， 勤 め 先の 呼 称 など の 様 々な 定 義 を比 較 し た場 合 に ，正



規雇 用 と 非正 規 雇 用と い う 呼称 の 差 異に 基 づ く賃 金 格 差の 存 在 が強 調 さ れる

とと も に ，こ う し た呼 称 区 分が ， 企 業に お け る訓 練 機 会の 有 無 や計 画 的 な雇

用管 理 と も強 く 相 関す る こ とが 明 ら かに さ れ てい る（ 川 口・神 林・原  2 0 1 5）．

この こ と は， 日 本 では 呼 称 に基 づ く 雇用 形 態 が， 企 業 内の 労 働 市場 の 慣 行，

すな わ ち 職場 に お ける 職 務 配置 や 処 遇を は じ めと す る 企業 の 人 的資 源 管 理の

実態 と 密 接に 関 わ るこ と を 示唆 し て いる ．  

翻っ て ， 人的 資 源 管理 分 野 の研 究 で は， パ ー ト・ ア ル バイ ト や 契約 社 員 ，

派遣 社 員 とい っ た 企業 に お ける 雇 用 区分 の 多 元化 を 受 けて ， 企 業の ケ ー スス

タデ ィ や 事業 所 ア ンケ ー ト 調査 な ど に基 づ き ，非 正 規 雇用 比 率 の拡 大 要 因と

いう 量 的 側面 の み なら ず ， 様々 な タ イプ の 非 正規 雇 用 が担 当 す る仕 事 の レベ

ルと い う ，質的 側 面 に注 目 し た研 究 が 多く 現 れ てい る（ 佐 藤・佐 野・原  2 0 0 3，

佐野  2 0 0 0 ;  2 0 0 2，島貫  2 0 0 7 ; 2 0 11 ,  仁田  2 0 0 8，平 野  2 0 0 9 な ど）．ただ し ，

これ ら の 研究 で は ，明 示 的 であ れ 暗 黙で あ れ ，企 業 に 必要 な 人 材を ， 人 材の

企業 特 殊 性や 戦 略 的重 要 性 とい っ た 観点 か ら 区分 し た 上で 最 適 な人 材 活 用を

考察 す る 「人 材 の ポー ト フ ォリ オ 」 が議 論 の ベー ス と なっ て お り， 生 産 活動

に必 要 と なる 具 体 的な 知 識 やス キ ル に関 連 づ けて 業 務 を捉 え る 視点 が 乏 しい

とい う 課 題が 残 さ れて い る ．  

 そ こ で 本章 で は ，呼 称 区 分に 基 づ く正 規 雇 用と 非 正 規雇 用 の 格差 に 焦 点を

当て ， 個 人が 仕 事 にお い て 遂行 す る 職務 内 容 を定 量 化 した う え で， 職 務 内容

の雇 用 形 態間 の 差 異を 測 定 する と と もに ， 職 務内 容 の 差が 雇 用 形態 間 の 賃金

格差 に 及 ぼす 影 響 を検 証 す る ． 具 体 的に は ， 本章 で は 個人 が 仕 事で 行 う 最小

単位 の 行 為や 動 作 であ る 「 タス ク 」 に注 目 す る ． 近 年 の研 究 で は， こ う した

タス ク の 特徴 や 強 度は ， 労 働者 の 性 別や 人 種 ，言 語 の 違い と い った 個 人 属性

によ っ て 異な る と とも に ， 属性 別 の 労働 者 グ ルー プ の 間の タ ス ク強 度 の 格差

は，グ ル ープ 間 の 賃 金格 差 と 関係 す る こと が 明 らか に さ れて い る（ A u t o r  a n d  

H a n d e l  2 0 1 3）． 本 研究 に お いて も ， こ う し た 3 種 類 の タ ス ク 指 標 を 用 い て ，

タス ク 強 度の 正 規 ・非 正 規 間の 差 異 を明 ら か にす る と とも に ， それ が 雇 用形

態間 の 賃 金格 差 に 及ぼ す 影 響を 検 証 する ．  

 分 析 の 結果 ， 仕 事に お け るタ ス ク 強度 に は 雇用 形 態 差が あ り ，と く に 正規

雇用 労 働 者は 非 正 規雇 用 労 働者 に 比 べて 抽 象 的タ ス ク の強 度 が 大き い こ と，



そし て 抽 象的 タ ス クの 差 が 雇用 形 態 間賃 金 格 差の 要 因 とな っ て いる こ と が明

らか と な った ． こ の結 果 か ら， 企 業 内に お け る抽 象 的 タス ク へ の割 当 の 雇用

形態 差 を 改善 す る こと で ， 雇用 形 態 間の 賃 金 格差 を 縮 小さ せ る こと が 示 唆さ

れた ． ま た， 定 型 的タ ス ク や手 仕 事 タス ク は 賃金 格 差 の重 要 な 要因 で は ない

こと も わ かっ た ．  

 


